
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：平成３０年１２月２１日（金） １０：０３～１０：２３ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：安 倍 晋 三 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

石 田 真 敏 国務大臣（総務大臣，内閣府特命担当大臣） 

山 下 貴 司 国務大臣（法務大臣） 

河 野 太 郎 国務大臣（外務大臣） 

柴 山 昌 彦 国務大臣（文部科学大臣） 

根 本 匠 国務大臣（厚生労働大臣） 

𠮷 川 貴 盛 国務大臣（農林水産大臣） 

世 耕 弘 成 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

石 井 啓 一 国務大臣（国土交通大臣） 

原 田 義 昭 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

岩 屋 毅 国務大臣（防衛大臣） 

菅 義 偉 国務大臣（内閣官房長官） 

渡 辺 博 道 国務大臣（復興大臣） 

山 本 順 三 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

宮 腰 光 寛 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

平 井 卓 也 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

茂 木 敏 充 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

片 山 さつき 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

櫻 田 義 孝 国務大臣 

陪 席 者：西 村 康 稔 内閣官房副長官 

野 上 浩太郎 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

横 畠 裕 介 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件     １３件 

○国会提出案件     １件 

〇公布（条約）    ２件 

○政令        ９件 

○人事        ２件 

〇報告 ２件 

〇配布 ３件 

いずれも，案件表のとおり，決定，了解等となった。 
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議事内容： 

○菅国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。 

まず，閣議案件について，西村副長官から御説明申し上げます。 

○西村内閣官房副長官：一般案件等について，申し上げます。まず，「まち・ひと・し

ごと創生総合戦略の変更」について，御決定をお願いいたします。本件は，まち・

ひと・しごと創生法に基づき，総合戦略の変更を行うものであります。本件につき

ましては，後程，片山大臣から御発言があります。 

次に，「指定行政機関の国民の保護に関する計画の変更」及び「都道府県の国民の

保護に関する計画の変更」について，御決定をお願いいたします。本件は，厚生労

働省及び茨城県外４県の国民保護計画の変更に関する内閣総理大臣への協議につ

いて，「異議がない」とするものであります。 

次に，「日・ＥＵ経済連携協定」の効力発生のための公文の交換について，御決定

をお願いいたします。本協定は，先の臨時国会で承認を得たものであります。あわ

せて，本協定及び「包括的及び先進的な環太平洋パートナーシップ協定」を公布す

ることについて，御決定をお願いいたします。 

次に，「平成３０年度一般会計補正予算等」の概算及び「平成３１年度一般会計歳

入歳出概算」について，それぞれ御決定をお願いいたします。これらの内容につき

ましては，後程，財務大臣から御発言があります。 

次に，「平成３１年度税制改正の大綱」について，御決定をお願いいたします。 本

件につきましては，後程，財務大臣及び総務大臣から御発言があります。 

次に，「タジキスタン国」及び「オマーン国」駐日特命全権大使の接受に御裁可を

仰ぐことについて，御決定をお願いいたします。本件は，２６日，信任状捧呈の予

定であります。次に，信・解任状に認証を仰ぐことについて，御決定をお願いいた

します。本件は，「カザフスタン国」及び「南アフリカ共和国」駐箚特命全権大使の

異動に伴い，交付すべき信任状及び解任状であります。 

次に，恩赦４件について，御決定をお願いいたします。いずれも復権を行うもの

であります。 

次に，「再犯防止推進白書」について，御決定をお願いいたします。本件は，再犯

防止推進法に基づき，国会に提出するものであります。本件につきましては，後程，

法務大臣から御発言があります。 

  次に，政令９件について，御決定をお願いいたします。まず，「行政機関職員定員

令の一部を改正する政令」は，国の行政機関における障害者の雇用の拡大を図るた

め，内閣府その他の関係行政機関の定員を増員するものであります。 

次に，「資金決済に関する法律施行令の一部を改正する政令」は，新しい様々な決

済サービスに対する機動的・効率的な監督に資するため，財務局長等に委任する権

限のうち金融庁長官が自ら行うことを妨げない権限の範囲を改めるものでありま

す。 

次に，「地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令の一

部を改正する政令」は，日・ＥＵ経済連携協定を実施するため，特定地方公共団体
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又は中核市の経営する鉄道事業等における運行上の安全に関する調達を同政令の

適用対象とした上で，当該調達に係る一般競争入札にＥＵ所在の事業者が参加でき

るよう，所要の規定の整備を行うものであります。 

次に，「在外公館名称位置給与法の一部改正法の一部の施行期日令」は，同改正法

のうち，在ダバオ日本国総領事館の新設に関する規定の施行期日を平成３１年１月

１日と定めるものであり，「在外公館に勤務する外務公務員の在勤基本手当の額等

を定める政令の一部を改正する政令」は，同総領事館に勤務する外務公務員の在勤

基本手当の額等を定めるとともに，最近の為替相場の変動等の事情を勘案して，在

外公館に勤務する外務公務員の在勤基本手当の額の改定等を行うものであります。 

次に，「学校教育法等の一部改正法の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に

関する政令」は，教育課程の一部において使用が可能となったデジタル教科書に係

る規定を追加する等，関係政令の規定の整備等を行うものであります。 

次に，「畜産経営の安定に関する法律施行令及び砂糖及びでん粉の価格調整に関

する法律施行令の一部を改正する政令」は，日・ＥＵ経済連携協定の規定により関

税譲許の便益の適用を受けて指定乳製品等を輸入する場合を，独立行政法人農畜産

業振興機構への売渡しを要しない場合に追加する等，関係政令の整備を行うもので

あります。 

次に，「駐車場法施行令の一部を改正する政令」は，国土交通大臣が道路の円滑か

つ安全な交通の確保に支障がないと認めた場合に，路外駐車場の出入口を設置する

ことができる場所を追加するものであります。 

次に，「国際機関等に派遣される防衛省の職員の処遇等に関する法律施行令の一

部を改正する政令」は，防衛省の職員を派遣することができる国際連合事務局の内

部部局について，組織の再編に伴い，所要の改正を行うものであります。 

次に，人事案件について，申し上げます。まず，河野外務大臣が各国政府要人と

の会談等のため２３日から２９日まで，石井国土交通大臣がベトナム国及びインド

ネシア国政府要人との会談等のため２４日から２８日まで，それぞれ海外出張され

ますので，御了解をお願いいたします。 

次に，荒川洋二外２８７名の叙位，叙勲又は紺綬褒章等の授与について，御決定

をお願いいたします。 

次に，平成３０年度第２・四半期における一般職の国家公務員等及び自衛隊員の

再就職状況の報告があります。本件は，国家公務員法及び自衛隊法に基づき，管理

職職員であった者等からの再就職に関する届出事項について内閣に報告するもの

であり，本年７月から９月までの間になされた届出件数は，一般職の国家公務員等

によるものは５７３件，自衛隊員によるものは６０件となっております。 

次に，配布資料といたしまして，「犯罪白書」があります。本件につきましては，

後程，法務大臣から御発言があります。 

次に，「消費者物価指数」があります。本件につきましては，後程，総務大臣から

御発言があります。 

次に，件名外案件について，申し上げます。まず，「日・モロッコ投資協定」に署
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名することについて，御決定をお願いいたします。本件は，両国の間で，投資の拡

大により経済関係を一層強化するため，投資の促進及び保護に関する法的枠組みに

ついて定めるものであります。なお，２４日の署名まで不公表といたしたいので，

御了承をお願いいたします。 

  次に，インドとの間に「租税条約に関する書簡」及び「円借款の供与に関する書

簡」を交換することについて，御決定をお願いいたします。「租税条約に関する書

簡」は，株式会社日本貿易保険を引き続き条約上の利子免税対象機関に定めるもの

であり，「円借款の供与に関する書簡」は，「地下鉄建設計画」外２件に，約１，０

５５億円を限度とする円借款を供与することについて，取り極めるものであります。 

なお，本日の書簡交換まで不公表といたしたいので，御了承をお願いいたします。 

○菅国務大臣：次に，大臣発言がございます。まず，片山大臣。  

○片山国務大臣：皆様の御協力を得て，本日「まち・ひと・しごと創生総合戦略２０

１８改訂版」の閣議決定を行うことができ，感謝申し上げます。 

 今年度は５か年の総合戦略の４年目に当たり，第１期の総合戦略の総仕上げを行

うとともに，２０２０年度以降の更なる展開に向けた検討を進める重要な局面を迎

えております。 

 「まち・ひと・しごと創生総合戦略２０１８改訂版」に盛り込まれた政策パッケ

ージと個別施策を推進し，政府が一丸となって，地方創生の一層の加速に取り組ん

でいくこととしており，引き続き皆様の御協力をお願いします。 

○菅国務大臣：次に，財務大臣。 

○麻生国務大臣：平成３０年度補正予算（第２号等）及び平成３１年度予算の概算並 

びに平成３１年度税制改正の大綱につきまして，私から大要を御説明いたします。 

最初に，平成３０年度補正予算（第２号等）につきまして，御説明いたします。 

まず，一般会計予算の補正につきまして，申し上げます。 

① 歳出面におきましては，「防災・減災，国土強靱化」等の追加的な財政需要に適 

切に対処するため，３兆３５１億円を追加する一方，既定経費の減額等を行いま 

す。   

 ② 歳入面におきましては，税収の増を見込むとともに，建設公債の発行などの対 

応を行うこととしております。 

また，特別会計予算につきましても，所要の補正を行っております。 

次に，平成３１年度予算につきまして，御説明いたします。 

歳出につきましては，まず，全世代型の社会保障制度への転換に向け，消費税の 

増収分を活用して，「幼児教育の無償化」をはじめ，社会保障の充実にしっかりと対

応してまいります。また，「臨時・特別の措置」として，消費税率の引上げによる経

済への影響を十二分に乗り越える対策を講じます。同時に，社会保障関係費につい

て高齢化による増加分におさめることとし，非社会保障関係費について歳出改革の

取組を継続します。こうした結果として，一般歳出は６１兆９,６３２億円となりま

す。これに地方交付税交付金等１５兆９,８５０億円及び国債費２３兆５,０８２億

円を加えた一般会計歳出の規模は，総額１０１兆４,５６４億円となります。 
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次に，歳入のうち，租税及び印紙収入は過去最高となる６２兆４,９５０億円，ま 

た，その他収入は，６兆３,０１６億円となります。 

以上の結果，公債の発行額は，３２兆６,５９８億円となり，前年度当初予算と比 

べて，１兆３２４億円の減少となるなど，平成３１年度予算は，経済再生と財政健

全化を両立する予算となっております。 

また，平成３１年度財政投融資計画につきましては，成長力強化に向けて，低金 

利を活用した高速道路整備と関西国際空港の防災機能強化の加速，産業投資を呼び

水とした民間からのリスクマネー供給強化等に取り組むこととしております。これ

らの事業に真に必要な資金需要に適切に対応するため，総額１３兆１,１９４億円

としております。 

続いて，平成３１年度税制改正の大綱の概要につきまして御説明いたします。平 

成３１年度税制改正におきましては，消費税率の引上げに際し，需要変動の平準化

などの観点から，住宅と自動車に対する税制上の支援策等を講じます。また，デフ

レ脱却と経済再生を確実なものとするため，研究開発税制の見直し等を行います。

あわせて，国際課税制度の見直し，経済取引の多様化などを踏まえた納税環境の整

備等を行います。 

以上御説明いたしました，平成３０年度補正予算（第２号等）及び平成３１年度 

予算の概算並びに平成３１年度税制改正の大綱につきまして，御決定をいただきた

いと思います。各位の御協力により作業を終えることができたことにつきまして，

感謝の意を表します。 

○菅国務大臣：次に，総務大臣。 

○石田国務大臣：財務大臣から御発言がありましたが，私からも平成３１年度税制改 

正の大綱の概要について御報告いたします。 

 ３１年度税制改正においては，地方税関係においても，地方法人課税の偏在是正 

のための特別法人事業税（仮称）及び特別法人事業譲与税（仮称）を創設するほか， 

車体課税の大幅見直し等を行うこととしております。 

  今後，この大綱に沿って，所要の法案を提出していくことになりますので，引き 

 続き，関係各位の御理解と御協力をお願い申し上げます。 

○菅国務大臣：次に，宮腰大臣。 

○宮腰国務大臣：平成３１年度の機構・定員の審査結果について御報告します。 

 今回の審査に当たっては，内閣の重要課題に確実に対応できる体制の整備を図る 

とともに，府省の枠を超えた機構・定員の再配置を積極的に推進しました。 

 機構については，カジノ管理委員会及び出入国在留管理庁を新設し，各府省に， 

公文書管理と情報公開の適正を確保するため，公文書監理官を設置することとしま 

した。 

 また，定員については，新設組織への定員措置のほか，税関・出入国管理・検疫 

のいわゆるＣＩＱの体制や海上保安体制の強化について緊急重点分野として優先 

的に増員を行いました。その他の分野についても，地震や豪雨災害からの復旧など 

への時限の定員を含め，内閣の重要課題に重点的に措置しました。また，障害者雇 
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用の推進のため，各府省に必要な定員を措置しています。 

 審査に当たりましては，格段の御協力をいただき，厚く御礼申し上げます。 

○菅国務大臣：次に，法務大臣から２件御発言がございます。 

○山下国務大臣：「平成２９年度再犯の防止等に関する施策」，いわゆる再犯防止推進 

白書は，関係府省庁の御協力を頂き，今回初めて作成したものです。刑法犯の検挙 

人員に占める再犯者の割合が，昨年は統計を取り始めて以降最高の４８．７パーセ 

ントとなるなど，再犯防止対策は，引き続き政府を挙げて取り組むべき重要課題で 

あります。本白書は，昨年１２月に策定した再犯防止推進計画に盛り込まれた１１ 

５の施策に関し，「就労・住居の確保」，「保健医療・福祉サービスの利用の促進」， 

「地方公共団体との連携強化」等，政府が講じた再犯の防止等の施策を報告する内 

容となっています。 

 次に，平成３０年版犯罪白書について，申し上げます。 

平成３０年版犯罪白書では，まず，我が国の最近の犯罪動向及び犯罪者処遇の実 

情を統計資料に基づいて概観しております。 

特集においては，「進む高齢化と犯罪」をテーマとして，高齢者犯罪の動向，高齢 

犯罪者の処遇の現状や再犯状況等を分析しつつ，高齢者犯罪の防止等に向けた提言

を行いました。 

今後とも，犯罪に対し，厳正・的確に対応するとともに，犯罪白書の調査・分析 

の結果も踏まえ，犯罪者の改善更生・再犯防止のために，一層効果的な施策を推進

して参る所存ですので，一層の御理解と御協力をお願いします。 

○菅国務大臣：次に，総務大臣。 

○石田国務大臣：本日，消費者物価指数を公表いたしました。その主なポイントは， 

次のとおりです。１１月の全国の消費者物価指数は，１年前に比べ０．８％の上昇 

となりました。生鮮食品を除く指数は，１年前に比べ０．９％の上昇と，２３か月 

連続の上昇となりました。これは，主にガソリンや電気代などの「エネルギー」や 

外食などの「生鮮食品を除く食料」の上昇によるものです。また，生鮮食品とエネ 

ルギーを除いた指数は，１年前に比べ０．３％の上昇と，１７か月連続の上昇とな 

りました。１年前と比べた消費者物価は，緩やかな上昇傾向で推移しています。 

○菅国務大臣：次に，内閣総理大臣から２件御発言がございます。 

〇安倍内閣総理大臣：河野大臣及び石井大臣は，それぞれ海外出張いたしますが，そ 

の出張不在中，菅内閣官房長官を外務大臣の臨時代理に，𠮷川大臣を国土交通大臣 

の臨時代理に指定します。 

  次に，この度，「国際博覧会の円滑な準備」，「アイヌ政策の総合的推進」及び「小

型無人機等に係る緊急の安全対策」を担当する大臣を定めました。 

 ２０２５年に，国際博覧会を大阪で開催することが決定されました。世界中の

人々に「夢」や「驚き」を与えるような，素晴らしい万博の実現に向けて円滑に準

備を進めるため，世耕大臣に，国際博覧会担当大臣をお願いいたしました。 

 北海道及びその周辺地域の先住民族であるアイヌの人々の誇りが尊重される社

会を実現することは喫緊の課題であります。そのため，次期国会へ必要な法案を提
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出し，アイヌ政策を総合的に推進する制度の整備を進める事務について，石井大臣

に担当をお願いいたしました。 

 小型無人機等の安全対策は，来るラグビーワールドカップや東京オリンピック・

パラリンピック競技大会を安全に実施し，国民の生命・身体を守るための喫緊の課

題です。そのため，次期国会へ必要な法案を提出し，重要施設の上空における小型

無人機等の飛行を制限する新たな安全対策を実施する事務について，山本大臣に担

当をお願いいたしました。それぞれの関係閣僚におかれては，御協力をよろしくお

願いします。 

○菅国務大臣：次に，私から２０２５年に開催する国際博覧会関係閣僚会議の開催に 

ついて，申し上げます。 

 ２０２５年に開催する国際博覧会の円滑な準備及び運営に向け，民間において

「２０２５年日本国際博覧会協会」の設立準備が整ったことを踏まえ，官民一体と

なった準備体制を構築するため，「２０２５年に開催する国際博覧会関係閣僚会議」

を開催することとしたいので，御了解をお願いいたします。 

各閣僚におかれましては，本閣僚会議を通じて，関係閣僚が緊密に連携しつつ，

政府全体で必要な施策を進められるよう，御協力をお願いいたします。 

○菅国務大臣：次に，経済産業大臣。 

○世耕国務大臣：ただいまの国際博覧会担当大臣の御指定を受け，２０２５年に開催 

する国際博覧会の準備及び運営が円滑に進むよう，努力する所存ですので，よろし 

くお願いいたします。 

また，開催が御了解されました「２０２５年に開催する国際博覧会関係閣僚会議」 

を通じて，今後とも関係府省庁間の連携を密にしていきたいと思いますので，御協

力をよろしくお願いいたします。 

○菅国務大臣：次に，国土交通大臣。 

○石井国務大臣：ただ今のアイヌ政策に関する制度整備の担当大臣の御指定を受け， 

アイヌの人々の誇りが尊重される社会の実現に向けて，努力する所存ですので，よ 

ろしくお願いいたします。 

○菅国務大臣：次に，国家公安委員会委員長。 

○山本国務大臣：ただ今の小型無人機等緊急安全対策の担当大臣の御指定を受け，ラ 

グビーワールドカップや東京オリンピック・パラリンピック競技大会の安全な実施 

等に向けた必要な法整備を的確に推進するよう，努力する所存ですので，関係大臣

の御協力をお願いいたします。 

○菅国務大臣：これをもちまして，閣議を終了いたします。 

  引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

御発言はございますか。 

  無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 

 

（注）「投資の促進及び保護に関する日本国とモロッコ王国との間の協定の署名につ

いて」は，１２月２４日の署名が延期となり，令和２年１月７日閣議決定の「投
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資の促進及び保護に関する日本国とモロッコ王国との間の協定の署名等につい

て」により廃案とした。 
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平成30年 

12月 21日 

◎ 一 般 案 件

   ○ ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略 の 変 更 に つ い て

（ 決 定 ）             （ 内 閣 官 房 ）

1. 指 定 行 政 機 関 の 国 民 の 保 護 に 関 す る 計 画 の 変

〃 ☆ 更

1. 都 道 府 県 の 国 民 の 保 護 に 関 す る 計 画 の 変 更

に つ い て （ 決 定 ） （ 同 上 ）

〃 ○ 経 済 上 の 連 携 に 関 す る 日 本 国 と 欧 州 連 合 と の 間 の

協 定 の 効 力 発 生 の た め の 外 交 上 の 公 文 の 交 換 に つ

い て （ 決 定 ）            （ 外 務 省 ）

〃 ○ 平 成 ３ ０ 年 度 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ） 等 に つ

い て （ 決 定 ）            （ 財 務 省 ）

〃 ○ 平 成 ３ １ 年 度 一 般 会 計 歳 入 歳 出 概 算 に つ い て

（ 決 定 ） （ 同 上 ）

〃 ○ 平 成 ３ １ 年 度 税 制 改 正 の 大 綱 に つ い て （ 決 定 ）

（ 財 務 ・ 総 務 省 ）

   ☆ タ ジ キ ス タ ン 国 特 命 全 権 大 使 ジ ャ ロ ロ フ ・ ミ ル ゾ

シ ャ リ フ ・ ア ソ ム ッ デ ィ ノ ヴ ィ チ 外 １ 名 の 接 受 に

つ い て （ 決 定 ）           （ 外 務 省 ）

〃 ☆ カ ザ フ ス タ ン 国 駐 箚 特 命 全 権 大 使 笠 井 達 彦 外 １ 名

に 交 付 す べ き 信 任 状 及 び 前 任 特 命 全 権 大 使 川 端 一

郎 外 １ 名 の 解 任 状 に つ き 認 証 を 仰 ぐ こ と に つ い て

（ 決 定 ）               （ 同 上 ）

〃 ☆ 恩 赦 に つ い て （ 決 定 ）       （ 内 閣 官 房 ）

◎ 国 会 提 出 案 件

   ○ 「 平 成 ２ ９ 年 度 再 犯 の 防 止 等 に 関 す る 施 策 」 に つ

い て （ 決 定 ）            （ 法 務 省 ）

◎ 公 布 （ 条 約 ）

☆ 経 済 上 の 連 携 に 関 す る 日 本 国 と 欧 州 連 合 と の 間 の

協 定 （ 決 定 ）            （ 外 務 省 ）

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料
あ り

資 料
な し

資 料
な し

〔 別 添 〕
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   ☆ 環 太 平 洋 パ ー ト ナ ー シ ッ プ に 関 す る 包 括 的 及 び 先 

進 的 な 協 定 （ 決 定 ）         （ 外 務 省 ） 

 

◎ 政  令 

   ○ 行 政 機 関 職 員 定 員 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 

（ 決 定 ）             （ 内 閣 官 房 ） 

 〃  ○ 資 金 決 済 に 関 す る 法 律 施 行 令 の 一 部 を 改 正 す る 政  
令 （ 決 定 ）             （ 金 融 庁 ）  

 〃  ○ 地 方 公 共 団 体 の 物 品 等 又 は 特 定 役 務 の 調 達 手 続 の  
特 例 を 定 め る 政 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 （ 決 定 ）  

                     （ 総 務 省 ）  
 〃  ○ 在 外 公 館 の 名 称 及 び 位 置 並 び に 在 外 公 館 に 勤 務 す  

る 外 務 公 務 員 の 給 与 に 関 す る 法 律 の 一 部 を 改 正 す  
る 法 律 の 一 部 の 施 行 期 日 を 定 め る 政 令 （ 決 定 ）  

                     （ 外 務 省 ）  
 〃  ○ 在 外 公 館 に 勤 務 す る 外 務 公 務 員 の 在 勤 基 本 手 当 の  

額 ， 住 居 手 当 に 係 る 控 除 額 及 び 限 度 額 並 び に 子 女  
教 育 手 当 に 係 る 自 己 負 担 額 を 定 め る 政 令 の 一 部 を  
改 正 す る 政 令 （ 決 定 ）         （ 同 上 ）  

 〃  ○ 学 校 教 育 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う  
関 係 政 令 の 整 備 及 び 経 過 措 置 に 関 す る 政 令  
（ 決 定 ）            （ 文 部 科 学 省 ）  

〃  ○ 畜 産 経 営 の 安 定 に 関 す る 法 律 施 行 令 及 び 砂 糖 及 び  
で ん 粉 の 価 格 調 整 に 関 す る 法 律 施 行 令 の 一 部 を 改  
正 す る 政 令 （ 決 定 ）       （ 農 林 水 産 省 ）  

〃  ○ 駐 車 場 法 施 行 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 （ 決 定 ）  
（ 国 土 交 通 省 ）  

〃  ○ 国 際 機 関 等 に 派 遣 さ れ る 防 衛 省 の 職 員 の 処 遇 等 に  
関 す る 法 律 施 行 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 （ 決 定 ）  

（ 防 衛 省 ）  
 

◎ 人  事  
   ☆ 外 務 大 臣 河 野 太 郎 外 １ 名 の 海 外 出 張 に つ い て 

（ 了 解 ） 

☆ 元 検 事 長 荒 川 洋 二 外 ２ ８ ７ 名 の 叙 位 ， 叙 勲 又 は 紺 

綬 褒 章 等 授 与 に つ い て （ 決 定 ） 

資 料  
あ り  

資 料  
な し  

資 料  
な し  

資 料  
あ り  
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◎ 報  告 

☆ 国 家 公 務 員 法 第 １ ０ ６ 条 の ２ ５ 第 １ 項 等 の 規 定 に

基 づ く 報 告 に つ い て        （ 内 閣 官 房 ） 

 〃  ☆ 自 衛 隊 法 第 ６ ５ 条 の １ １ 第 ５ 項 の 規 定 に 基 づ く 報 

告 に つ い て             （ 防 衛 省 ） 

 

          ◎ 配  布 

☆ 平 成 ３ ０ 年 版 犯 罪 白 書        （ 法 務 省 ） 

☆ 消 費 者 物 価 指 数           （ 総 務 省 ） 

☆ 月 例 経 済 報 告          （ 内 閣 府 本 府 ） 

 

 

〔 ○ 署 名 あ り  ☆ 署 名 な し 〕 

 

 

資 料  
あ り  
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                 平 成 30 年 

                 12 月 21 日 

 

◎ 一 般 案 件  
   ○ 投 資 の 促 進 及 び 保 護 に 関 す る 日 本 国 と モ ロ ッ コ 王  

国 と の 間 の 協 定 の 署 名 に つ い て （ 決 定 )( 外 務 省 ）  
  〃  ○ 所 得 に 対 す る 租 税 に 関 す る 二 重 課 税 の 回 避 及 び 脱  

税 の 防 止 の た め の 日 本 国 政 府 と イ ン ド 共 和 国 政 府  
と の 間 の 条 約 に 関 す る 書 簡 の 交 換 に つ い て  
（ 決 定 ）               （ 同 上 ） 

 〃  ○ 円 借 款 の 供 与 に 関 す る 日 本 国 政 府 と イ ン ド 政 府 と 

の 間 の ３ の 書 簡 の 交 換 に つ い て （ 決 定 ） （ 同 上 ） 

 

 

〔○署名あり  ☆署名なし〕 

 

 

 件 名 外 案 件  （ 金 ）  

資 料  
あ り  
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